
鳥取県乳児院等医療機関連携強化事業補助金交付要綱 

 

（趣旨） 

第１条 この要綱は、鳥取県補助金等交付規則（昭和３２年鳥取県規則第２２号。以下「規則」と

いう。）第４条の規定に基づき、鳥取県乳児院等医療機関連携強化事業補助金（以下「本補助金」

という。）の交付について、規則に定めるもののほか、必要な事項を定めるものとする。 

 

（交付目的） 

第２条 本補助金は、乳児院等において医療機関との連携強化を図るため、医療機関等連絡調整員

を配置することにより、継続的な服薬管理や健康管理が必要な児童等の円滑な受入を促進するこ

とを目的として交付する。 

 

（補助金の交付） 

第３条 県は、前条の目的の達成に資するため、「乳児院等多機能化推進事業実施要綱」（「乳児院等

多機能化推進事業の実施について」（平成３０年３月２８日付子発０３２８第７号厚生労働省子ど

も家庭局長通知）別紙。以下「実施要綱」という。）に定める事業のうち、別表の第１欄に掲げる

事業（以下「補助事業」という。）を行う乳児院等に対し、予算の範囲内で本補助金を交付する。 

２ 本補助金の額は、補助事業に要する別表の第２欄に掲げる補助基準額と同表の第３欄に掲げる

経費（以下「補助対象経費」という。）の額から補助事業に伴う収入（本補助金を除く。）の額を

控除した額を比較して少ない方の額（ただし千円未満の端数がある場合はこれを切り捨てた額）

以下とする。 

 

（交付申請の時期等） 

第４条 本補助金の交付申請は、原則として、毎年４月３０日までに行わなければならない。 

２ 規則第５条の申請書に添付すべき同条第１号及び第２号に掲げる書類は、それぞれ様式第１号

及び様式第２号によるものとする。 

 

（交付決定の時期等） 

第５条 本補助金の交付決定は、原則として、交付申請を受けた日から３０日以内に行うものとす

る。 

２ 本補助金の交付決定通知は、様式第３号によるものとする。 

 

（承認を要しない変更） 

第６条 規則第１２条第１項の知事が別に定める変更は、本補助金の増額を伴うもの以外の変更と

する。 

２ 第５条第１項の規定は、変更等の承認について準用する。 

 

（実績報告の時期等） 

第７条 規則第１７条第１項の規定による報告は、いずれも交付決定を受けた年度の翌年度の４月

２０日までに行わなければならない。 

２ 規則第１７条第１項の報告書に添付すべき同条第２項第１号及び第２号に掲げる書類は、それ

ぞれ様式第１号及び様式第２号によるものとする。 

 

（雑則） 

第８条 規則及びこの要綱に定めるもののほか、本補助金の交付について必要な事項は、子ども家

庭部長が別に定める。 



 

  附 則 

１ この要綱は令和５年７月２８日から施行し、令和５年度事業から適用する。 

２ 令和５年度事業にあっては、第４条第１項中「毎年４月３０日」とあるのを「知事が別に定め

る日」と読み替えて適用する。 

 

附 則 

この要綱は令和６年３月２２日から施行し、令和６年４月１日から適用する。



別表（第３条関係） 

１ 補助事業 

乳児院等医療機関連携強化事業 

 

乳児院等において、医療的ケアが必要な児童等（※）の受入れを促

進するため、医療機関等連絡調整員を配置する事業。 

２ 補助基準額 

(１)医療機関等連絡調整員が保健師・看護師・准看護師以外の場合 

１施設当たり 1,928,000円 

 

(２)医療機関等連絡調整員が保健師・看護師・准看護師の場合 

ア．医療的ケアが必要な児童等が１人以上５人以下の場合 

１施設当たり 2,131,000円 

イ．医療的ケアが必要な児童等が６人以上９人以下の場合 

１施設当たり 5,083,000円 

ウ．医療的ケアが必要な児童等が10人以上の場合 

１施設当たり 6,302,000円 

３ 補助対象経費 

医療機関等連絡調整員の配置に要する経費 

（報酬、給料及び職員手当等、旅費、共済費等） 

（注）交付決定日の属する年度に要する経費を対象とする。 

４ 補助対象職員の要件に

関する特記事項 

実施要綱に基づき、「児童福祉法による児童入所施設措置費等国

庫負担金について」（令和５年５月１０日付こ支家第４７号こども

家庭庁長官通知）の支弁対象となっている職員については、本事業

の対象としない。ついては、当該通知に基づく事務費の積算対象や、

手当の対象、加算対象職員としないこと。本事業の対象職員に対し

ては、本事業による補助金以外の公的経費を財源として支払いを行

ってはならない。ただし、事業者の公的経費以外からの収入や自己

財源から支出することは差し支えない。 

※「医療的ケアが必要な児童等」とは、継続的な服薬管理や健康管理を必要とする児童等のこ

とを指す。 

 

 

 



様式第１号（第４条、第７条関係) 

 

  ○○年度乳児院等医療機関連携強化事業計画（報告）書 

 

 

１ 法人名：               施設名：               

 

２ 入所定員 

 

３ 医療的ケアが必要な児童等の状況 

  別紙３のとおり。 

 

４ 補助対象事業  ※補助事業の開始日における職員の配置状況を記載してください。 

（１） 補助対象職員の雇用形態 

ア 雇用期間 

氏名 職種 配置期間 

    年  月  日 ～ 年  月  日 

 ※職種には保健師、看護師、准看護師、その他（具体的に記入）のいずれかを記入してください。 

※雇用が確認できるもの（辞令の写し等）を添付してください。 

 

  イ 勤務形態 

   （ 常勤 ・ 常勤的非常勤 ・ 非常勤 ）・（ 専任 ・ 兼任 ） 

 ※それぞれいずれかに〇をしてください。 

 ※「常勤的非常勤」とは、常勤以外の職員であって、１日６時間以上かつ月２０日以上勤務して

いる者を指します。 

 

（２）補助対象職員の職務内容 

 ア 業務内容 

 

 

 イ 勤務時間 

 

 

（３）補助金所要額については別紙１（別紙２）のとおり 

 ※交付申請時には別紙１、実績報告時には別紙２を添付してください。 

  

５ 他の補助金の活用の有無  （ 有 ・ 無 ） 

  ※他の補助金の活用の有無について、「有」・「無」のいずれかに○をしてください。 

  ※「有」の場合は、活用する補助金名やその事業内容、当該補助金に係る問い合わせ先（補助

金を所管している部署名や団体名及び連絡先）を記載してください。 



別紙１ 

○○年度乳児院等医療機関連携強化事業補助金申請額内訳書 

（単位：円） 

 

事 業 名 

補助対象経費の実

支出予定額 

 

A 

寄付金その他の収

入見込額 

 

B 

差引額 

（A-B） 

 

C 

補助基準額 

（別表第２欄参

照） 

D 

算定基準額 

（CとDのいずれか

低い方の額） 

E 

県補助所要額 

（千円未満の端数

切捨て） 

F 

 

乳児院等医療機関

連携強化事業 

 

      

（記載上の注意） 

１ F 欄には、E 欄と同額を記入すること。（ただし、千円未満の端数がある場合はこれを切捨てた額を記入すること。）



別紙２ 

 

○○年度乳児院等医療機関連携強化事業補助金精算額内訳書 

（単位：円）  

 

事業名 

補助対象経

費の実支出

額 

 

 

A 

寄付金その

他の収入見

込額 

 

 

B 

差引額 

（A-B） 

 

 

 

C 

補助基準額 

（別表第２

欄参照） 

 

 

D 

算定基準額 

（Cと Dの

いずれか低

い方の額） 

 

E 

県補助所要

額 

（千円未満

の端数切捨

て） 

F 

交付決定額 

 

 

 

 

G 

県補助確定

額 

（Fと Gのい

ずれか低い

方の額） 

H 

受入済額 

 

 

 

 

I 

差引過不足額

(I-H) 

 

 

 

J 

 

 

乳児院等

医療機関

連携強化

事業 

 

 

          

 

（記載上の注意） 

１ F 欄には、E 欄と同額を記入すること。（ただし、千円未満の端数がある場合はこれを切捨てた額を記入すること。） 



別紙３ 

 

医療的ケアが必要な児童等一覧 

 

児童番号 

（生年月） 
医療的ケアの状況 

 

（） 

 

 

（） 

 

 

（） 

 

 

（） 

 

 

（） 

 

 

（） 

 

 

（） 

 

 

（） 

 

 

（） 

 

 

（） 

 

 

※「児童番号」は任意の通し番号とすること。 

※「医療的ケアの状況」については、対象児童の疾患や障がい等の名称、施設内における服薬管

理や健康管理の状況、医療機関への通院頻度など、児童の医療的ケアの状況について詳細に記

載すること。 

※行が不足する場合は適宜追加して記入すること。



様式第２号(第４条、第７条関係) 

 

 

○○年度乳児院等医療機関連携強化事業収支予算(決算)書 

 

 

収入の部                            (単位:円) 

   収入区分 予算（決算）額    摘  要 

 

 

 

 

 

 

 

  

     計   

 

 

 

    支出の部                             （単位：円） 

   支出区分 予算（決算）額    摘  要 

 

 

 

 

 

 

 

  

     計   



様式第３号(第５条関係) 

第         号 

  年  月  日 

 

         様 

  

 

職 氏 名             

 

 

  年度鳥取県乳児院等医療機関連携強化事業補助金交付決定通知書 

 

  年  月  日付    第    号の申請書(以下「申請書」という。)で申請のあっ

た  年度鳥取県乳児院等医療機関連携強化事業補助金（以下「本補助金」という）について

は、鳥取県補助金等交付規則(昭和３２年鳥取県規則第２２号。以下「規則」という。)第６条

第１項の規定に基づき、下記のとおり交付することに決定したので、規則第８条第１項の規定

により通知します。 

 

記 

 

１ 補助事業 

本補助金の補助事業の内容は、○○○○とする。 

 

２ 交付決定額等 

本補助金の算定基準額及び交付決定額は、次のとおりとする。ただし、補助事業の内容が

変更された場合におけるそれらの額については、別に通知するところによる。 

 

(１) 算定基準額         円 

(２) 交付決定額         円 

 

３ 経費の配分 

本補助金の補助対象経費の配分及びその配分された経費に対応する交付決定額は、○○○

○とする。ただし、補助事業の内容が変更された場合においては、別に通知するところによ

る。 

 

４ 交付額の確定 

本補助金の額の確定は、補助対象経費の実績額について、鳥取県乳児院等医療機関連携強

化事業補助金交付要綱(令和５年７月２８日付第２０２３００１０８９１７号鳥取県子ども

家庭部長通知。以下「要綱」という。)第３条第２項の規定を適用して算定した額と、前記２

の(２)の交付決定額(変更された場合は、変更後の額とする。)のいずれか低い額により行う。 

 

５ 補助規程の遵守 

本補助金の収受及び使用、補助事業の遂行等に当たっては、規則及び要綱の規定に従わな

ければならない。 


